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その際、国民に対する適切な法曹サービスを確保する観点から、司法試験の在  

り方を検討するために必要と考えられる司法試験関連資料の適切な収集、管理に  

努めることとし、司法試験合格者の増加と法曹サービスの質との関係の把握に努  

める。【平成19年度以降逐次実施】（Ⅲ法務ア①b）  

イ 法曹となるべき資質・意欲を持つ者が入学し、厳格な成績評価及び修了認定が   

行われることを不可欠の前提とした上で、法科大学院では、その課程を修了した   

者のうち相当程度（例えば約7～8割）の者が新司法試験に合格できるよう努め   

る。その際、新司法試験は、資格試験であって競争試験ではないことに留意し、   

司法修習を経れば、法曹としての活動を始めることができる程度の知識、思考力、   

分析力、表現力等の資質を備えているかどうかを判定する試験として、実施し、   

既に実施された試験については、このような観点からの検証を行ったうえでその   

結果を速やかに公表する。【平成19年慶一部措置、以降継続的に実施】（Ⅲ法務   

ア②b）  

ウ 法科大学院における教育、司法試験、司法研修所における教育が、法曹として   

必要な資質を備え、法曹に対する社会のニーズに応えられる能力を有する法曹の  

養成にとってふさわしい在り方となっていぁかどうかを検証するため、司法試験   

の結異についての詳細な分析を行うとともに、関係機関の協力を得て、これと法   

科大学院や司法研修所での履修状況を比較するなどの分析・検証を行い、その成   

果を公表する。また、今後の選択科目の見直しの際には、科目としての範囲の明   

確性や体系化・標準化の状況等を見据えつつ、単に法科大学院での講座数など受   

験者の供給者の体制に係る要素のみに依拠することなく、実務的な重要性や社会   

的な有用性・汎用性等を考慮し、社会における法サービス需要に的確に応えると   

いう観点をも踏まえて科目の追加・削除について柔軟に検討する。【平成19年鹿   

以降逐次実施】（Ⅲ法務ア②d）  

エ 法曹を目指す者の選択肢を狭めないよう，司法試験の本試験は、法科大学院修   

了者であるか予備試験合格者であるかを問わず、同一の基準により合否を判定す   

る。また、本試験において公平な競争となるようにするため、予備試験合格者数   

について、事後的には、資格試験としての予備試験のあるべき運用にも配意しな   

がら、予備試験合格者に占める本試験合格者の割合と法科大学院修了者に占める   

本試験合格者の割合とを均衡させるとともに、予備試験合格者数が紋られること   

で実質的に予備試験受験者が法科大学院を修了する者と比べて、本試験受験の機   

会において不利に扱われることのないようにする等の総合的考慮を行う。以上に  
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